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わる調達方法とできる旨を定めている（会計法第 29 条の 3）。これを受けて予算決算











Agreement on Tariffs and Trade）の活動における多角的貿易交渉により「政府調達
に関する協定」が発効し、それに対応するための国内法令の整備がなされた。この協










務の調達手続の特例を定める政令（昭和 55 年政令第 300 号）、国の物品等又は特定役
務の調達手続の特例を定める省令（昭和 55 年大蔵省令第 45 号）が協定の発効時（1981











「政府調達手続に関する運用指針等について」（2014 年 3 月 31 日関係省庁申合せ）
が申し合わされている。この中では、協定の対象とはならない 10 万 SDR 未満の調達
についても透明性・公平性及び競争性を確保するよう努めて随意契約の縮減を図るこ









                                                   
2 中央政府の場合、物品 10 万 SDR、建設関連技術的サービス 45 万 SDR、建設サービス
450 万 SDR、その他のサービス 10 万 SDR 以上の調達契約について適用される。基準額
の単位として SDR（特別引出権）が採用されたのは、SDR が IMF（国際通貨基金）加盟
の主要国通貨の為替相場の加重平均値として算定されることから、比較的変動の少ない
ものと考えられたためである。 
3 円換算レートは 2 年ごとに財務省告示を基礎として定められており、2014 年度・2015
年度は 1 億 1000 万円、2016 年度・2017 年度は 1 億 3000 万円、2018 年・2019 年度は１






	 1994 年の「行政情報化推進基本計画」(1994 年 12 月 25 日閣議決定)の策定後、そ
れまでデータ処理や統計など定型的な業務に限られていた政府機関における情報シス
テムの利用は、行政全般にわたって広がっていくことになった。2000 年に策定された























                                                   
4 IT 基本戦略	 Ⅱ.重点政策分野, 3.電子政府の実現, (1)基本的考え方 より抜粋。 


























ービスのうち予定価格が 80 万 SDR 以上と見込まれるもの」（基本指針第 2 章Ⅰ）で
ある。なお 80 万 SDR の円換算レートについては財務省告示を基礎として定められて
おり 2014 年 4 月 1 日から 2016 年 3 月 31 日までの間に締結される調達契約について
は 1 億 1000 万円、2016 年 4 月 1 日から 2018 年 3 月 31 日までの間に締結される調
達契約については 1 億 3000 万円である6。なお、コンピューター製品には周辺機器及
びパッケージソフトウェアを含み、サービスにはコンピューターの運用、メンテナン
ス、データ入力、システム開発、ソフトウェアのメンテナンス等の関連サービスを含





                                                   











































































































る（地方自治法施行令第 167 条の 10 の 2）。なお、総合評価落札方式は地方自治法施






















２.１.４	 WTO 政府調達協定 
 
	 1996 年 1 月 1 日に発効した WTO の「政府調達に関する協定」では、中央政府に加
えて都道府県と政令指定都市の契約も対象とされた。このため自治体の締結する契約
について地方自治法施行令の特例を設けるとともに必要な事項を定めるため「地方公





                                                   
7 情報システムを含むサービスの場合、20 万 SDR（2018.4.1 から 2020.3.31 までの間にあ

































                                                   
8 本節は一般社団法人電子情報技術産業協会調査報告書(2016)、JETRO/IPA NY 報告書
(2010)、社団法人行政システム研究所調査研究(2010)等の文献を参考にしたものである。 
① 調達計画	 	 	 調達チームの招集、要件調査、調達戦略の立案 
	 	 ↓ 
② 市場調査	 	 	 予想される調達方法についての情報収集 
	 	 ↓ 
③ 調達先の選択	 各機関の需要に合った調達方法の選択 
	 	 ↓ 
④ 作業指示書(SOW)と提案依頼書(RFP)の草稿	 調達範囲（必要な製品・サービスのタイプと納品スケジュ	  
	 ール）の定義 
	 	 ↓ 
⑤ 事業者による受託契約概要、提案書の発行（一方あるいは両方） 
	 	 ↓ 
⑥ 提案書の評価	 受託業者の価格設定、責任度合い、社会経済的な地位を考慮 
	 	 ↓ 
⑦ 諸条件の交渉	 高評価を得た受託業者の絞込み 
	 	 ↓ 
⑧ 受注先決定	 	 条件が最も合致している受託業者を決定 
	 	 ↓ 





























を推進することがすべての政府機関に通知され、2002 年度には 25,000 ドル以上の調





する交渉契約方式(Contracting by Negostioation)がある。 
  
                                                   








































	 英国では EU 司令に基づき公共契約法が定められている。EU 司令では調達手続と
して我が国の一般競争入札に相当する公開手続(Open Procedure)、指名競争入札に相
当する制限手続(Restricted Procedure)のほか、交渉手続(Negotiated Procedure)、競


















































	 	 情報システムや PFI など特徴的な事業の標準的な契約内容をまとめた標準契約 
	 書を策定している。 
 
④ ITIL(Information Technology Infrastructure Library) 










	 2004 年 4 月の EU 指令において競争的対話方式による調達が導入されたことを受
























	 公示された基準に基づき、対話に参加する入札者を 3 者以上の範囲で絞り込む。招


























































































	 2013 年 5 月に成立した、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利












当する地方公共団体情報システム機構などの関係機関では、2015 年 10 月の国民への
























ットワークシステムの当初の稼働予定は国の行政機関どうしの連携開始が 2017 年 1
月、自治体を含めた連携開始が 2017 年 7 月であった10。図１－４はマイナンバーシ
ステムの概要を示したものである。 
  
                                                   






















































































































































して活用されるのが契約理論である。契約理論の基礎を築いた Mirrless と Vickrey の
標準的な分析手法を解説した伊藤(2003)によると、契約理論は「情報の非対称性が存
在する状況において最適なインセンティブを設計する問題」を分析する方法の開発分
















































年度 研究題名 研究者 概	 要 















Games with incomplete 





1970 The Market for Lemons 






1982 A Theory of Auctions and Milgrom 競争入札においてゲーム理論
 28 
Competitive Bidding and 
Weber 
をもとにした競売理論を展開 





























1991 Institutions North ゲーム理論の立場から制度の
概念化を行う。 





2000 契約と組織の経済学 柳川範之 法制度、組織の契約補完につ
いて不完備契約理論の立場か
ら論じる 
2001 比較制度分析に向けて 青木昌彦 ゲーム理論の立場から制度を
概念化し、共有予想としての
制度モデルを提唱 
2003 契約の経済理論 伊藤秀史 様々な分野におけるインセン
ティブ問題に対する契約理論
を用いた分析手法を提示 





















年度 研究題名 研究者 概	 要 
1994 Effects of government 




2007 Public procurement and 
innovation Resurrecting 








2015 Quo vadis public 








2015 Public procurement of 






























































                                                   
13 金本(1991).P93 を参照。 












































年度 研究題名 研究者 概	 要 
















































































































2014 Manageing large-sacale 
IS/IT projects in the 
public sector:Problems 























年度 研究題名 研究者 概	 要 































2013 地方自治体の IT 調達に関す




















































































                                                   









































































                                                   
16 法成立が 2013 年 5 月であり、国民への番号通知（2015 年 10 月）、マイナンバーの利
用開始（2016 年 1 月）、情報連携の開始（2017 年 7 月）というスケジュールであるが、
情報連携の開始にあたっては 2016 年 7 月から１年間のテスト期間を設定したため、内閣
官房は各省庁に対して 2016 年 6 月までにシステム構築を終了するように求めていた。 















































































































































































	 調達案件名 	 情報提供ネットワークシステム等の設計・開発等業務 一式 
	 契約形態 	 請負契約（2014.3〜2017.3） 
	 調達公示日 	 2014.1.9 
	 契約日 	 2014.3.31 
	 契約金額 	 123 億 1200 万円 
	 契約者 	 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ 





































システム班である。システム班は筆者が着任した 2013 年 7 月当時、専任の内閣参事













と、 IT 投資の無駄を省き国民の利便性の向上を図ることを目的に、政府全体の IT 政
策の司令塔として内閣情報通信政策監（政府 CIO）を設置する「内閣法等の一部を改
正する法律案」が番号法の関連法案として成立した。これにより、2013 年 6 月に内閣
官房に政府 CIO が設置、任命された。 政府 CIO は、政府の情報通信技術の活用に関
する総合調整機能を強化するために設置される特別職国家公務員（位置づけは政務官
クラス）である。これにより本プロジェクトを含めた各省庁の情報システム調達と開









2012 年 2 月 14 日通常国会に提出されたが、審議がなされないまま同年 11 月の衆議院
解散とともに廃案となった。衆院選後の自民党政権発足後に自民党、公明党、民主党
の 3 党の修正協議が行われ、翌 2013 年 3 月 1 日に修正法案が関連法案とともに国会









	 番号法の施行期日は政令に委ねられたが、番号の利用開始が公布の日から 3 年以内
とされたのに対し、情報提供ネットワークシステムを利用した情報連携の開始は公布
の日から 4 年以内と、システム開発期間を考慮して 1 年の差が設けられた。なお政府
















                                                   







2013 年 5 月の番号法成立前に成立した 2013 年度当初予算では、システム開発の契
約から開発終了までの期間を最大 3 年と見込み、2013 年度から 3 年度以内の国庫債務
負担行為が約 190 億円を限度として設定された。国庫債務負担行為を設定した場合、









	 番号法が国会審議中であった 2013 年 3 月 1 日に情報提供ネットワークシステムの
調達仕様書の作成を支援する調達手続等支援業務の入札が公告され、 同年 5 月 15 日
に沖電気工業が落札した。なお、 透明性、公平性の観点から、調達仕様書の作成に関
与した調達支援業者はその後の調達案件の入札に参加することはできない（基本指針













2013 年 9 月下旬に 2 回にわたり関係省庁への説明会を実施し、8 省庁からのべ 165
名の職員が参加した。 
 
これと並行して内閣官房 IT 総合戦略室、総務省行政管理局、内閣府 CIO 補佐官にお
 52 
ける調達仕様書案の妥当性審査が開始され、計 502 件のコメントが提示され、うち 233 
件について調達仕様書案を修正した。また関係省庁からは 72 件の質問と 1 件の意見







図４−４	  基本指針における政府 IT 調達のプロセス 












ムの調達計画が 2013 年 11 月 7 日に内閣府ホームページと政府調達事例データベー
ス19に公表された。 
  
                                                   
19 受注者側への調達情報の提供と発注者側である各省庁における調達事例の情報共有を
図ることを目的に 2004 年 4 月から運用を開始したデータベース。政府電子調達(GEPS)の
稼働に伴い 2016 年 9 月に廃止。 
① 調達計画書の作成・公表 
	   ↓ 
② 調達仕様書案の意見招請	 ※入札公告より 30 日以上 
  	 ↓                       招請期間は 20 日以上 
③ 調達仕様書の決定 
    ↓ 
④ 入札公告	    
    ↓     ※提案受付期間は 50 日以上 
⑤ 提案受付 
  ↓ 
⑥ 審査 
	   ↓ 
⑦ 開札・落札者の決定 




２  調達仕様書案の意見招請と調達仕様書決定 
 
	 2013 年 11 月 12 日、調達仕様書案についての意見招請が官報に掲載された。意見
募集期間は 20 日間を確保し、意見提出期限は 12 月 2 日 12:00（郵送の場合は必着）
とされた。なお期間中に調達仕様書案の交付を受けた事業者は 49 社であった。提出







	 2014 年 1 月 9 日、入札公告が官報に掲載された。提案受付期間を 50 日以上確保
し、提出期限は 52 日後の 3 月 3 日 12:00、開札期日は 3 月 24 日 15:00 とされた。ま













るべきであることから当該要件を削除することとし、2014 年 1 月 30 日に変更後の調
達仕様書を内閣府ホームページに公表した。 
 





                                                   
20 内閣府で運用していた電子調達システム。各省庁個別の調達システムは 2014 年 3 月に



















しかしながら、入札公告から 1 ヶ月余が経過し、3 月 3 日の提案書提出期限まで 1 ヶ
月を切るタイミングでの調達仕様書の変更は、幅広い提案を可能とする一方で、既に
提案を検討中の事業者にとっては提案内容に変更を加える手間が生ずる可能性が考え
られる。このため、提案書提出期限を 10 日延長して 3 月 13 日 12:00 に、開札期日を
4 日延長して 3 月 28 日 10:00 にそれぞれ変更することとした。2 月 14 日に調達仕様書
の変更を内閣府ホームページに公表するとともに調達仕様書を交付した 52 社に対し
て電話、メールで調達仕様書の変更と提案書提出期限、開札期日を変更する旨の連絡





	 3 月 13 日 12:00 に提案書の受付が締め切られた。提案書を提出したのは NTT コミ
ュニケーションズ株式会社のみであり、株式会社 NTT データ、日本電気株式会社、株





























任の所在等について、さらに慎重に確認を行う必要があると判断し、開札期日 3 月 28




	 2014 年 3 月 29 日(土)に東京都において 5 社への個別のヒアリングが実施された。
ヒアリングは政府 CIO が実施した。ヒアリングでは、共同で提案を行う必要性、各社









算決算及び会計令 99 条の 2 は、再度の入札をしても落札者がないときは随意契約に
よることができることを定めている。これを不落随契というが、本件にもこれを適用
 57 
し、直ちに提案者側との随意契約交渉に入った。15:00 には交渉が成立し、123 億 1200
万円で契約することが決まった。予定価格は 123 億 1377 万 2582 円。契約金額の予定








































































WTO 政府調達協定を踏まえ、基本指針においては意見招請を入札公告より 30 日以
上前に実施すること、招請期間は 20 日以上を確保すること、入札公告から提案締切ま










                                                   






















日 時 手 続 関与した事業者数 
2013 年 11.2-12.2 意見招請 49 社が仕様書案を入手 
10 社が意見・質問を提出 
2014 年 1.9 入札公告 52 社が仕様書を入手 
       1.31 入札説明会 16 社が参加 















































                                                   
22 2014 年 3 月 29 日に東京都内で行われた政府 CIO による共同提案を行った５社へのヒ
アリングにおける説明から。 
23 調達終了後の 2014 年 4 月 2 日、4 月 8 日、4 月 9 日、4 月 11 日に東京都内において外




①  柔軟な調達プロセスの必要性 
 




















































「世界最先端 IT 国家創造宣言」（2013.6.14 閣議決定、2016.5.20 改定）においては、
国・自治体の IT 化・業務改革による利用者志向の行政サービスの実現と共に、国の情































	 	 	 置付け 
 
 
１	 政府情報システム調達に関する 2011 年会計検査院報告 
 
	 会計検査院では定期的に各省庁の情報システム調達に関する検査を実施しているが、
直近では 2011 年 11 月に各省庁の情報システム調達に関する検査報告書を公表してい
る。この報告書では、各省庁が 2008 年度から 2010 年度までの 3 年度間に実施した















一般競争入札	 	950 件	 56.6%	
随意契約	 	727 件	 43.4%	
合計	 1,677 件	 100.0%	





一般競争入札	 	950 件	 87.3%	
随意契約	 	654 件	 98.6%	
合計	 1,604 件	 91.9%	






	 件数	 構成比	 平均落札率	
落札者以外の入札なし（一者応札）	 	631 件	 	66.4%	 96.0%	
落札者以外の入札あり	 319 件	 	33.6%	 70.1%	
合計	 950 件	 100.0%	 87.3%	






















富士通の５社で 348 件を契約しその割合は契約金額の 69.2%、契約件数の 47.7%25で
あったことを明らかにしている。 
 





る。政府電子調達（GEPS）の稼働に伴い、2016 年 9 月に廃止。 






































































                                                   
27 番号法成立が 2013 年 5 月であり、国民への番号通知（2015 年 10 月）、マイナンバー
の利用開始（2016 年 1 月）、情報連携の開始（2017 年 7 月）というスケジュールである
が、情報連携の開始にあたっては 2016 年 7 月から１年間のテスト期間を設定したため、
内閣官房は各省庁に対して 2016 年 6 月までにシステム構築を終了するように求めてい
た。 
28 2017 年 7 月の会計検査院報告による 2012 年度から 2017 年度までの予算額である。 











札・改札システム（2014 年 7 月 31 日運用停止）をはじめとする政府電子調達（GEPS）
30に移行する前の各省庁の電子入札システムによる情報を利用した。一部の官報掲載










認できたものは 31 案件あった31。このうち、表５−４のとおり、一般競争入札が 25 件、





一般競争入札	 25 件	 80.6%	
随意契約	 6 件	 19.4%	
合計	 31 件	 100.0%	
 
 
                                                   
30 政府電子調達（Government Electoric Procurement System）は、政府が行う物品・役務と
一部の公共事業の調達手続をインターネット経由で電子的に行う府省共通のシステム。








	 一般競争入札の 25 件のうち、落札者以外の入札の有無が確認された案件が 14 件あ
った。その 14 件について見ると、表５−５のとおり、落札者以外の入札がない案件（一





落札者以外の入札なし（一者応札）	 12 件	 85.7%	
落札者以外の入札あり	 2 件	 14.3%	
合計	 14 件	 100.0%	








金額をともに確認できたのは表５−６のとおり、25 件のうち 18 件であり、その平均落
札率は 89.0％であった。なお 7 件は予定価格が確認できておらず落札率は不明であ
る。 
 
表５−６	 一般競争入札案件（25 件）の落札率（マイナンバー関連システム） 
	 	 	  	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  平均落札率 89.0% 
平均落札率	 件数	 構成比	
99%以上	 		6 件	 24.0%	
90〜99%未満	 		6 件	 24.0%	
80〜90%未満	 		3 件	 12.0%	
80%未満	 		3 件	 12.0%	
不明	 7 件	 28.0%	









表５−７	 一者応札案件（12 件）の落札率（マイナンバー関連システム） 
	                              平均落札率 95.2% 
平均落札率	 件数	 構成比	
99%以上	 		5 件	 41.7%	
90〜99%未満	 		5 件	 41.7%	
80〜90%未満	 		1 件	 8.3%	
80%未満	 		1 件	 8.3%	






	 調達によって決定した契約の相手方を見ると、対象案件 31 件のうち国内大手ベン
ダー5 社（NTT コミュニケーションズ、NTT データ、日本電気、日立製作所、富士
通）のいずれかが 30 件(96.8%)の案件で受注に加わっており、これら 5 社のうちの 1
社も加わらない受注は 1 案件のみであった。これを契約金額ベースで見ると契約金額
全体に占める 5 社の受注金額の割合は 99.1%であった。また 5 社のいずれかが受注に
加わった 30 件のうち 4 件は 5 社どうしの企業共同体による受注であった。また 30 件




表５−８	 大手 5 社の受注状況（マイナンバー関連システム） 
31 件中 30 件	 96.8%   落札金額ベース	 99.1% ※ 
５社による受注パターン	 件数	 構成比	 入札方式	
5 社による企業共同体	 3 件	 9.7%	 一般競争入札（すべて一者応札）	
5 社中の 3 社による企業共同体	 1 件	 3.2%	 一般競争入札	
5 社以外との企業共同体による受注	 1 件	 3.2%	 一般競争入札	
5 社いずれかの単独受注	 25 件	 80.6%	 19 件は一般競争入札（うち 8 件は一
者応札）、6 件は随意契約	

























        環境の比較 




























27 億 1042 万円	













	 平均落札率	 	 平均落札率	
会計検査院報告による各省庁
システム	
56.6%	 87.3%	 66.4%	 96.0%	














	 随意契約	 一者応札	 非競争的入札比率	
会計検査院報告による各省庁システム
(1677 件)	
727 件	 631 件	 81.0%(1358 件)	
マイナンバー関連システム（31 件）	 6 件	 12 件	 58.1%（18 件）※	





                                                   















47.7%	 69.2%	 NTT データ、日本電気、日本電子計算機、日立製作所、富士通	
マイナンバー関
連システム	














































































































































































































































































	 マイナンバー導入に向けたシステム改修の検討段階の時期にあたる 2014 年 12 月






                                                   

































していた 135 団体のうち 11 団体が共同利用に、55 団体がオープン系システムに移行




4.9%から 8.0%へと上昇し、汎用機系の採用比率は 8.6%から 4.5％へと低下、オープ
ン系の採用比率は 86.4%から 84.2%へと微減となった。ただしマイナンバー導入後の




































































































0 0 1 0 177 178 10.2 ％ 
 






























                                                   
36  (x2,(1,N = 1513) = 27.799,自由度 6, p = 0.00)  ただし検定にあたっては期待度数を満た
すため「〜50 万人」、「50 万人〜」を併合して検定している。 
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表６−２	 人口規模別の地方税システムの類型（マイナンバー導入後） 























団体数  33 336 19 17 78 483 















団体数  37 338 15 17 51 458 
















団体数  42 408 10 15 34 509 
















団体数  13 206 22 2 13 256 
















団体数  0 29 5 0 1 35 













団体数  125 1317 71 51 177 1741 
















	 マイナンバー導入前の地方税関連システムでオープン系を採用している 1,351 団体
のうち、その 75.6%にあたる 1,022 団体はカスタマイズパッケージと回答し、1.4%に
あたる 19 団体は独自開発と回答した。またマイナンバー導入後のシステムでオープ
ン系を採用するとしている 1,317 団体については、73.6%にあたる 969 団体がカスタ
マイズする予定であり、0.9%にあたる 12 団体は独自開発と回答している。 
 







                                                   
37 (x2,(1,N = 1305) = 61.026,自由度 4, p = 0.00)  ただし検定にあたっては期待度数を満た
























～1 万人  










～3 万人  










～10 万人  










～50 万人  










50 万人〜  































80%以上 北海道	 青森県	 岩手県	 茨城県	 千葉県	 東京都	
神奈川県石川県	 富山県	 福井県	 岐阜県	 愛知県	
三重県	 滋賀県	 大阪府	 奈良県	 島根県	 岡山県	
広島県	 山口県	 徳島県	 香川県	 愛媛県	 福岡県	
長崎県	 大分県	 宮崎県	 沖縄県 
60%以上 80%未満 秋田県	 福島県	 群馬県	 新潟県	 山梨県	 静岡県	
兵庫県	 和歌山県	 高知県	 熊本県 
50%以上 60%未満 宮城県	 山形県	 京都府 
30%以上 50%未満 埼玉県	 鳥取県	 佐賀県	 鹿児島県 









受注企業 受注団体数 シェア率 
A 社 116 団体 7.5% 
B 社 97 団体 6.3% 
C 社 90 団体 5.8% 
D 社 81 団体 5.3% 
E 社 73 団体 4.7% 
F 社 73 団体 4.7% 
G 社 54 団体 3.5% 
H 社 41 団体 2.7% 
I 社 30 団体 1.9% 
J 社 30 団体 1.9% 





	 受注団体数	 20〜30 未満	   9 社（合計 221 団体	 14.3%） 
	 受注団体数	 10〜20 未満	  25 社（合計 318 団体	 20.6%） 
	 受注団体数 	 3〜10 未満	  46 社（合計 238 団体	 15.4%） 
	 受注団体数	 	 2           19 社（合計 38 団体	   2.5%） 
	 受注団体数	 	 1           42 社（合計 42 団体    2.7%） 
 
 
























石川県	 福井県	 長野県	 熊本県 
50%以上 60%未満のシェアを有する企業が
ある都道府県 
岩手県	 群馬県	 千葉県	 和歌山県	 鳥取
県	 愛媛県	 佐賀県	 鹿児島県 
40%以上 50％未満のシェアを有する企業が
ある都道府県 
秋田県	 神奈川県	 京都府 
30%以上 40%未満のシェアを有する企業が
ある都道府県 
青森県	 福島県	 埼玉県	 新潟県	 山梨県	
静岡県	 三重県	 徳島県	 香川県	 高知県	
福岡県	 長崎県	 大分県	 沖縄県 
20%以上 30%未満のシェアを有する企業が
ある都道府県 
山形県	 東京都	 愛知県	 滋賀県	 兵庫県











	 １万人未満の市区町村（414 団体）  	  	 	 	 	 6.5% 
	 １万人以上〜３万人未満の市区町村（399 団体）         8.5% 
	 ３万人以上〜10 万人未満の市区町村（463 団体）               8.4% 
	 10 万人以上〜50 万人未満の市区町村（234 団体）             15.8% 







































北海道 179 1 178 25 0.140 
青森県 40 16 24 7 0.292 
岩手県 33 1 32 7 0.219 
宮城県 35 7 28 12 0.429 
秋田県 25 2 23 7 0.304 
山形県 35 1 34 10 0.294 
福島県 59 10 49 12 0.245 
茨城県 44 2 42 5 0.119 
栃木県 25  25 2 0.08 
群馬県 35 2 33 4 0.121 
埼玉県 63 7 56 15 0.268 
千葉県 54 7 47 11 0.234 
東京都 62 9 53 16 0.302 
神奈川県 33 3 30 10 0.333 
新潟県 30 2 28 9 0.321 
富山県 15 2 13 1 0.077 
石川県 19  19 6 0.316 
福井県 17 1 16 6 0.375 
山梨県 27 4 23 8 0.348 
長野県 77 16 61 9 0.148 
岐阜県 42 9 33 6 0.182 
静岡県 35 5 30 9 0.3 
愛知県 54 5 49 11 0.224 
三重県 29 1 28 6 0.214 
滋賀県 19 2 17 11 0.647 
京都府 26 2 24 4 0.167 
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大阪府 43 3 40 11 0.275 
兵庫県 41 1 40 13 0.325 
奈良県 39 4 35 14 0.4 
和歌山県 30 5 25 5 0.2 
鳥取県 19 5 14 5 0.357 
島根県 19 1 18 9 0.5 
岡山県 27 3 24 7 0.292 
広島県 23 2 21 9 0.429 
山口県 19 1 18 9 0.5 
徳島県 24 8 16 7 0.438 
香川県 17 2 15 6 0.4 
愛媛県 20 4 16 7 0.438 
高知県 34 18 16 5 0.313 
福岡県 60 2 58 9 0.155 
佐賀県 20 2 18 4 0.222 
長崎県 21  21 8 0.381 
熊本県 45 7 38 7 0.184 
大分県 18  18 6 0.333 
宮崎県 26 5 21 6 0.286 
鹿児島県 43 2 41 6 0.146 











	 一方、全国ベースで受注団体数が 20 を超えるシェア上位 19 社（合計 906 団体	 合
計シェア 58.8%）について、オープン系システムでカスタマイズを行う団体の受注の














90%以上 100%未満 ５社 
80%以上 90%未満 ５社 
70%以上 90%未満 ２社 
30%以上 40%未満 １社 
10 以上 20%未満 １社 
0%以上 10%未満 ２社 

















































































































































































































                                                   































何か、という North の制度概念を用いて情報システム調達の実態をあてはめる。 
 
 













表７−１	 Scott による制度の３支柱（Scott(1995)表３−１、３−２をもとに作成） 
 規制的 規範的 認知的 







文化 規則、法律 価値、期待 カテゴリー、類型化 



































































































                                                   
40 青木(2001).P14 参照。 
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図７−１	 「共有予想としての制度」と情報システム調達	




























































































































































































































































則第 10 条） 
報告書の作成 制度上報告書の作成義務があるのは「最低入札者を落札者としなかった場





































































































                                                   


































































































































                                                   
45 総務省研究会報告書(2015).P22 参照。 
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［48］ポール・ミルグロム,ジョン・ロバーツ(1997).組織の経済学.NTT 出版.	
［49］松木茂弘(2006).枠予算の活用と政策形成システム−これで本当に大丈夫なの 
















































［71］閣議決定	世界最先端 IT 国家創造宣言.2013.6.14,2016.5.20 最終改定.    
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図７−３	 	 システム要因に応じた情報の非対称性と競争性との関係 
図７−４	 	 カスタマイズ割合が高い都道府県の二つのグループ 























表５−６	 	 一般競争入札案件(25 件)の落札率	
（マイナンバー関連システム）	

















表６−６	 	 都道府県別	 受注企業シェアの状況	
表６−７	 	 都道府県別	 受注企業指数	
表６−８	 	 受注シェア上位１９社のカスタマイズ団体受注率	
表７−１	 	 Scott による制度の３支柱	
表７−２	 	 明らかとなった課題（政府情報システム調達）	
表７−３	 	 一般の情報システムとインフラシステムのシステム要因の差異 
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会計法（昭和 22 年法律第 45 号） 
第 29 条 各省各庁の⻑は、第⼗条の規定によるほか、その所掌に係る売買、貸借、請負その他の契約に関 
 する事務を管理する。 













予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号） 













国の物品等⼜は特定役務の調達⼿続の特例を定める政令（昭和 55 年政令第 300 号） 
第 1 条 この政令は、千九百九⼗四年四⽉⼗五⽇マラケシュで作成された政府調達に関する協定（以下この 
 条において「協定」という。）、⼆千⼗⼆年三⽉三⼗⽇ジュネーブで作成された政府調達に関する協定を改 















① 調達計画書の作成（基本指針第 3 章Ⅰ１） 
 


































































                                                   
















































































②資格審査	 	 地方自治法施行令に基づく必須資格と任意資格を審査 
	 ↓ 
③入札	 	 	 	 入札保証金の納付、入札書の書換等の禁止 
	 ↓ 
④開札	 	 	 	 総合評価落札方式による場合には価格以外の要素を加味 
	 ↓ 
⑤契約の締結  契約保証金の納付、契約書への記名・押印をもって契約の確定 
 
	
①有資格者審査  地方自治法施行令に基づく必須資格と任意資格を審査 
	 	 ↓ 
②指名通知 
	 有資格者のうちから指名	 指名した者に入札の場所・日時等の必要事項	 総合評
価方式による場合にはその旨と落札者決定基準を通知 
	 	 ↓ 
③入札 
	 	 ↓ 
④開札          総合評価落札方式による場合には価格以外の要素を加味 
	 	 ↓ 
⑤契約の締結 
















































［2］金﨑健太郎, 川島宏一, 有田智一, 「マイナンバー導入に伴う自治体業務情報シ 
ステム改修事例に見るオープン化・標準化及び共同化の現状に関する研究」, 情 
報システム学会誌,Vol.13,No.2,2018-3-31,1-13.	
［3］金﨑健太郎,	川島宏一,	有田智一,	「マイナンバー導入事例に見る政府情報シ	
ステム調達の現状に関する研究」,	情報システム学会誌,Vol.14,No.1,	
2018-9-30,13-25.	
［4］金﨑健太郎,「地方自治体業務システム標準化の現状と課題」,月刊地方自	
治,Vol.852,2018,2-23.	
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